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１ 都市公園等の整備及び管理 
 

(1) 都市公園等の整備 
ア 都市公園 
(ｱ) 整備目標 

都市公園の整備目標は、平成37(2025)年において、都市計画区域人口１人当たり48㎡

（宮島公園を除く面積は９㎡（28頁脚注参照））とします。 
 

■都市公園の整備目標 

 平成27(2015)年 平成37(2025)年 長  期 

人口１人当たり

整備面積 

45.4 ㎡／人 

( 8.0 ㎡／人) 

48 ㎡／人 

( 9 ㎡／人) 

52 ㎡／人 

(10 ㎡／人) 

注-1：面積は、都市計画区域人口に対する値です。 

 -2：都市公園は、公告済み公園面積で未決定を含みます。 

  -3：表の（）内は、宮島公園を除いた場合の面積です。（28頁脚注参照） 

 

(ｲ) 整備方針 
① 住区基幹公園 

市民の日常の休息、遊び場、運動などの利用に供するとともに、災害時に一時避難地

としての役割を担う住区基幹公園は、次の配置標準に基づいて整備することとし、不足

している地区を対象として計画的に整備します。 
 

■住区基幹公園の配置標準 

種 別 
対象人口 

(利用圏の人口) 

誘致距離 

（利用圏） 

人口１人 

当たり面積 
１か所の面積 

街区公園 1,000～ 2,500人 250ｍ 1.0㎡／人 0.1～0.25ha 

近隣公園 5,000～10,000人 500ｍ 2.0㎡／人 １～２ha 

地区公園 40,000人 1,000ｍ 1.0㎡／人 ４ha 

注：都市計画運用指針などを参考に設定しました。 

 

② 都市基幹公園 
市民全般の主として運動の利用に供する公園として、佐伯総合スポーツ公園を維持・

活用します。 

 

③ 特殊公園 
良好な自然環境に親しみ、良好な景観を享受できる風致公園として、宮島公園、妹背

の滝風致公園を維持・活用します。 

 

④ 緑地 
良好な都市環境や安全で快適な歩行者空間を確保するため、既設の緩衝緑地、都市緑

地、緑道を維持・活用します。 

  

第５章 緑地の保全及び緑化の推進のための施策の方針 
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イ 公共施設緑地 
公立の小中学校のグラウンド、スポーツ施

設、下水処理場に併設されている緑地などを、

市民の運動、休息などの場として活用します。 

また、アルカディア・ビレッジ、さくらの

里、おおの自然観察の森、宮島包ヶ浦自然公

園、吉和魅惑の里、もみのき森林公園などの

レクリエーション地を自然とのふれ合いの場

として活用します。 

 

ウ 民間施設緑地 
私立学校のグラウンド、民間のスポーツ施設などについて、市との利用協定の締結など

に基づいて、市民の運動などの場としての活用を図ります。 

 

(2) 都市公園等の管理 
都市公園の管理にあたっては、官民連携により都市公園の魅力化と有効活用を図るなど、

都市経営の視点から都市公園のマネジメントを進めます。 

また、公園施設の長寿命化計画に基づき、老朽化施設の計画的なメンテナンス、改修を行

うとともに、地域ニーズの変化等に応じたリニューアルと魅力化を進めます。 

 

 

２ 地域制緑地の指定等 
 

(1) 風致地区等の地域指定 
ア 指定目標 

特別緑地保全地区、緑地保全地域、風致地区など（以下、「風致地区等」といいます。）

の地域指定の目標は、長期的に概ね3,500ha（新たな指定目標は概ね 450ha）とします。 

また、平成37(2025)年までの指定目標は概ね 100haとし、特に良好な景観を構成する緑

地を対象として優先的に指定します。 
 

■風致地区等の地域指定の目標 

 平成27(2015)年 平成37(2025)年 長  期 

指定面積 3,039ha 概ね 3,150ha 概ね 3,500ha 

注-1：平成27(2015)年の面積は、厳島風致地区（宮島地域）の値です。 

 -2：指定する風致地区等の種別は、新たに地域指定を行う時点で検討します。 

 

イ 指定方針 
風致地区等の指定方針は、次のとおりとします。 

  

下水処理場の敷地を生かした廿日市市 

パークゴルフ場 
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■風致地区等の指定方針 

種 別 指定方針 

特別緑地
保全地区 

・市街地内及びその周辺の緑地のうち、文化的意義を有する緑地、景観が優れてい
る緑地、動植物の生息地など、保全の必要性が特に高い緑地に指定する。 

緑地保全
地域 

・無秩序な市街化の防止、公害・災害の防止、地域住民の健全な生活環境の確保な
どのために保全する必要のある相当規模を有する緑地に指定する。 

風致地区 
・良好な自然的景観が形成されている地区のうち、都市環境の保全を図るために風
致を維持する必要のある緑地に指定する。 

注-1：特別緑地保全地区内では、建築、宅地の造成、木竹の伐採などは強く制限されます。一方、指定主体
（10ha以上は都道府県・指定都市、10ha未満は市町村）には、損失補償、土地の買い入れなどの対応
が必要となります。 

 -2：緑地保全地域は､都道府県・指定都市が都市計画決定します。この際､規制などを内容とする「緑地保
全計画」が定められ、建築、宅地の造成、木竹伐採などを行う場合は知事（指定都市の市長など）に
届出が必要になります。また、知事（同）は、行為の禁止、制限などを命じることができます。 

 -3：風致地区内では、建築、宅地の造成、木竹伐採などを行う場合は、許可が必要になります。許可基準
に該当する場合は許可されます。（10ha以上は都道府県・指定都市、10ha未満は市町村が指定） 

 

(2) その他の規制による緑地の保全・活用 
都市計画区域内の保全すべき緑地のうち風致地区等を指定しない緑地、都市計画区域外の

保全すべき緑地については、保安林、自然環境保全地域、自然公園地域などの指定などによ

り、保全を図ります。市街地内や市街地周辺などの身近な緑地の保全については、市民緑地

制度、保存樹・保存樹林などの指定制度の活用を図ります。 

また、市民参加による森林づくり、里山の保全などの取

組を支援するなど、市民との協働により森林の保全を図り

ます。 

これらの緑地については、自然環境の保全に配慮しなが

ら、自然とのふれ合い、体験・学習、レクリエーションの

場として活用します。 

 

■嚴島神社周辺から見える斜面（参考） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市民参加の森づくり 
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３ 都市緑化の推進 
 

(1) 緑化の目標水準 
都市公園、公共施設及び市街地内の民有地の緑化の目標は、次のとおりとします。 

このうち、民有地の緑化の目標は、計画的に開発された市街地、緑化を推進する必要性の

高い地域における一定規模以上の敷地などを対象とするほか、その他の市街地においても目

標を達成するよう努めることとします。 
 

■緑化の目標（緑化率） 

区 分 長 期 備考 

都市 

公園 

街区公園 30％以上 

 

近隣公園 50％以上 

地区公園 50％以上 

運動公園 30％以上 

その他の公園 70％以上 

公共 

施設 

都市計画道路 100％ ・緑化率は、街路樹のある道路延長の割合 

公共建築物 25％以上 ・緑化率は、敷地面積に対する割合 

民有地 

住 宅 地 10～20％以上 ・市街化区域内の民有地が対象 

・緑化率は、敷地面積に対する割合 

・住宅地、商業地は、建ぺい率制限、敷地規模等実情

に応じて目標を定めます。 

商業施設 10～20％以上 

工 業 地 20％以上 

注-1：緑化率とは、土地（敷地）面積に対する緑地面積（樹木、芝、草花などで覆われた面積）の割合をい

います。（次頁脚注参照） 

 -2：都市公園の目標は、緑の政策大綱（平成６(1994)年９月 国土交通省）を参考に設定しました。 

 -3：都市計画道路の緑化率は、道路構造的に緑化の困難な区間を除きます。 

 -4：公共建築物の緑化率は、平成11年度約13％（廿日市地域）です。目標値は、民間建築物の緑化に対す

る先導的意義を考慮し、10ポイント程度高めることとして設定しました。 

 

【参考１】 

一般的な住宅・宅地における緑化形態を次のように想定し、緑化率を求めると20％程度となります。 

・敷地面積168㎡（短辺12ｍ、長辺14ｍ） 

・延床面積125㎡（４人家族の誘導居住面積水準） 

・建築面積 70㎡（２階建て） 

＜緑化面積＞ 

・前面を除く３辺に幅50㎝の生け垣を設置する。 

 {12.0＋(14-0.5×2)×2}×0.5＝19.0㎡ 

・前面は、入口を除き幅0.5ｍの生け垣を設置する。 

   (12.0－5.0)×0.5＝3.5㎡ 

・庭に樹木を数本植樹（又は芝貼り）する。 

5㎡／本(低木)×3本(低木)＝15.0㎡ 

・緑化面積：19.0＋3.5＋15.0＝37.5㎡ 

・緑 化 率：37.5÷168≒0.223 約20％ 

【参考２】 

工場立地法においては、公害・災害の防止、環境への負荷の低減等の観点から、「工場立地に関する準則を定

め、公表すること」とされ、同準則において、生産施設、緑地及び環境施設の敷地面積に対する割合などが定め

られています。この中で、工場敷地の緑化については、緑地率20％以上、環境施設面積率25％以上と定められて

います。（緑地、環境施設の面積については、工業団地共通施設の面積を、当該工場等の敷地面積に応じて加え

ることができます。） 

・緑地：樹木が生育する10㎡以上の区画された土地で一定以上の密度（10㎡当たり高木が１本以上など）で

樹木がある土地、低木、芝などで表面が被われている10㎡以上の土地など。 

・環境施設：緑地のほか、噴水、池などの修景施設、屋外運動場などの区画された土地で、周辺地域の生活

環境の保持に寄与するよう管理されているもの。 

【一般的な住宅敷地の緑化モデル】 
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(2) 緑化の推進施策 
ア 都市公園の緑化 

都市公園の快適さと魅力を高めるとともに、周辺の居住環境の向上に資するため、既設

の都市公園の緑化を推進します。 

また、緑の適正な育成を図るため、樹木の管理体制の充実を図るとともに、市民、民間

事業者等と連携した緑の育成等を図ります。 

 

イ 公共施設等の緑化 
管理主体となる関係部局、関係機関との連携を図りながら、公共施設等の緑化を推進し

ます。 

道路については、道路の歩道、中央分離帯等への植樹などにより緑化を推進するととも

に、樹木等の育成に配慮して透水性舗装等を推進します。 

また、河岸、海岸線沿いの緑地の確保と緑化を推進するとともに、多自然型川づくり、

親水護岸の整備などにより、親水性の高い河岸、海岸線の形成を図ります。 

さらに、下水処理施設、官公庁施設、公共賃貸住宅、教育施設、福祉施設など公共施設

等の敷地の緑化を推進するとともに、新たな公共建築物の建設においては、敷地の緑化の

ほか、屋上・壁面等の緑化の検討など、環境との共生に配慮した施設整備を行います。 

 

ウ 民有地の緑化 
住宅地においては、地区計画の活用、緑地協定の締結、市民緑地制度や緑化地域制度

（脚注-2）の活用等により、塀の生け垣化、敷地への植栽等を促進するとともに、宅地造

成に伴う斜面樹林地の保全、造成法面の緑化等を推進します。 

商業地においては、地区計画、総合設計制度等の活用により、建物の壁面後退、敷地内

空地の確保とこれらのオープンスペースの緑化を促進します。 

工業地においては､地区計画や緑化地域制度の活用、市と民間事業者等の協定の締結等

により工場敷地の緑化を推進するとともに、臨海部においては、海岸沿いの緑化を促進し

ます。 

また、民間建築物の屋上・壁面等の緑化を進めるための支援を行います。 

さらに、土地所有者等に対して、緑化された部分の適切な管理を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

脚注-1：緑化率に類似する言葉として緑被率、緑地率があります。 

緑被率：一定の地域、地区又は敷地における樹木、芝、草花など植物によって覆われた土地の面積（樹

木の場合はその樹冠を水平面に投影した土地の面積）の割合をいいます。 

緑地率：一定の地域、地区における緑地（緑地には都市公園、樹林地、農地、水面などを含む場合が多

い。）の面積の割合をいいます。 

脚注-2：緑化地域制度は、用途地域内において一定規模以上の建築物の新築や増築を行う場合に、敷地面積の一

定割合以上の緑化を義務づける制度  

公共施設（小学校）の緑化 緑と彩り豊かな住宅地 良好な工場緑化 
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エ 市民、民間事業者等の緑化活動の促進 
市民、民間事業者などによる緑化の取組

を促進するため、活動団体、活動内容など

に関する情報提供、団体相互の交流、団体

の育成など、取組を支援する体制の充実を

図ります。 

 

 

オ 緑化重点地区の緑化 
緑化重点地区の「指定地区」については、重点的に緑化施策を講じるとともに、市民、

企業などとの協働により、地区の緑化を進めます。 

緑化重点地区の「候補地区」については、住民の緑化に対する機運の状況を踏まえて、

段階的に緑化重点地区に指定し、地区の緑化を進めます。 

 

【緑化の取組事例：原地区コミュニティ推進協議会の取組】 

＜取組の概要＞ 

原地区コミュニティ推進協議会では、平成17年度に「原まちづくり計画」を作成するとと

もに、この計画を推進するために、まちづくり部会を設置し、「景観ルール倶楽部」、「防

災倶楽部」、「花倶楽部」の３つの倶楽部でまちづくり活動を行っています。 

＜３つの倶楽部の活動＞ 

景観ルール倶楽部：原地区景観協定の作成、協定遵守の働きかけ 

防災倶楽部：自主防災会組織の立ち上げ、防災マニュアルなどの整備、防災訓練など 

花倶楽部：花壇・プランターの新設・維持管理など 

＜原地区景観協定の概要＞ 

原地区を幹線道路地区、市街化区域隣接地区、農村集落全体及び団地開発地区の４地区に

区分し、各地区の特性に応じて、建築物等の用途の制限、容積率、建ペイ率、敷地規模、高

さ制限、屋外広告物の制限、壁面後退、擁壁の材料やデザイン、塀や柵の構造、建物の色、

屋根の形態や材料などに関するルールを定め、廿日市市と連携して、建築物や工作物を建設

する際に協定を遵守するよう働きかけています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

市民による緑化活動 



- 67 - 

 

 

■実現のための施策の方針図 
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